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り、日本は 2008 年～2012 年の５年間で 1990 年に比べて▲6％の温室効果ガス削減義
務を負っている。その後、北海道洞爺湖サミット（2008 年）では、世界全体の温室効
果ガス排出量を 2050  年までに少なくとも 50％削減するとの長期的な目標で一致し
た。また、国連・気候変動首脳会合（2009 年）において、鳩山前総理大臣は、全ての
主要国による公平かつ実効性ある国際的枠組みの構築及び意欲的な目標の合意を前提
として、1990 年比で 2020 年までに温室効果ガスを▲25％削減することを表明した。
1 
一方、「新成長戦略」（2010 年 6 月閣議決定）は、グリーン・イノベーションによ









                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
1  ただし、東北地方太平洋沖地震に伴う福島第一原子力発電所事故を受け、環境省の南川事務
次官は、原発の建設が想定通りに進まなければ、温室効果ガスを 25％削減するとの目標は見直
しの対象になるという認識を示したと報道されている。 - 3 -
必要性を指摘するとともに、そのための様々な具体的政策を掲げている。特に、本稿
に関係する「業務部門」については、オフィスの IT 化や床面積の増加等により、1990 



















量に占めるシェアは、1990 年度の 13.5％から 2008 年度には 18.8％へと増大している











ことに注意が必要である。 運輸部門の中では、 自家用乗用車からの CO2排出量が基準年比＋35.6
％と大幅な増加となっている。 - 4 -
（図１参照）。4  このような構成比の増加には、そもそもサービス産業の GDP シェ
アが増加していることと、サービス産業のエネルギー原単位が相対的に悪化している
ことの２つの要因が寄与している。製造業とサービス産業のエネルギー消費量の実質
























                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        






























される Newman and Kenworthy (1989)は、世界 32 都市のデータ（1980 年）を使用した
クロスセクション分析により、都市密度とガソリン消費の間に負の関係があることを





離に影響することを示している。Brownstone and Golob (2009)も、住宅密度、自家用車
の利用、燃料消費の間の関係についての実証分析である。米国カリフォルニア州のデ
ータ（2001 年）を使用し、住宅密度が１平方マイル当たり 1,000 住宅少ない（サンプ
ル平均よりも 40％低い）と、年間自家用車走行距離が 1,200 マイル（4.8％）長く、世
帯当たり燃料消費量は 65 ガロン（5.5％)多いとの定量的な結果を報告している。住宅
密度と家計の自動車走行距離を同時推計することにより、居住地選択の内生性を考慮













Glaeser and Kahn (2010)は、自動車だけでなく家庭（住宅）を含めて米国都市の空間
的構造と CO2排出量の関係を分析したものである。具体的には、自家用車、公共交通、







                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
7  日本では、環境省 (2006)が、1999 年のクロスセクション・データを使用し、都市の人口集中
地区（DID）人口密度が低い都市ほど運輸旅客部門の住民１人当たりの二酸化炭素排出量が高































の実態を明らかにし、エネルギー・環境政策の基礎資料を得ることを目的として 2007- 8 -
年度から正式に開始された新しい統計調査である。 2007 年度以降毎年実施されており、



















可住地面積（林野、湖沼を含まない）のデータをリンクさせて分析に使用する。 9  2007











9  総務省統計局「統計でみる市区町村のすがた 2010」の市区町村別データを使用した。人口
総数、昼間人口、就業者数は「国勢調査」の 2005 年の数字、可住地面積は、国土交通省国土


























とが目的である。暖房度日は、１年間の中で平均気温が 14 度を下回る日の 14 度と平
均気温の差を累計した値、冷房度日は平均気温が 24 度を上回る日の平均気温と 22 度
の差を累計した値である。これらの指標は家庭部門のエネルギー消費量と関係がある
ことが指摘されている。気象庁のウェブサイトで利用可能な都道府県庁所在地の日次
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
10  「エネルギー消費統計」では付加価値額は得られないため、売上高を用いる。同統計に限
らず、サービス産業の事業所レベルでの付加価値額データは一般に存在しない。 - 10 -





lnenergy_sale = ß0 + ß1 lnpopdens + ß2 lnfloor_sale + ß3 lnemp_sale   





マーケット」は産業分類 561、「食料品小売業」は 581（各種食料品小売業）～586 及
び 58A, 58B（他に分類されない飲食良品小売業）、「ホテル･旅館」は 751、「病院・









                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        










察されなかった （2007 年は異常値除去前▲0.395,  除去後▲0.385, 2008 年はそれぞれ▲0.393,  ▲





p10 が 0.0221、p90 が 0.0929、食料品小売業では p10 が 0.0075、p90 が 0.0693、ホテル

























































































































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
15  ただし、大都市における土地利用規制や容積率の緩和は、経済活動の集積を通じてエネルギ
ー効率を高める効果を持つ一方、売上高当たり床面積の拡大をもたらす可能性もあるため、ネ














                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
16  太陽光発電、風力発電といったクリーン・エネルギーに係る技術進歩は、CO2排出という点
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1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
製造業 サービス産業- 19 -













表２  要約統計量 
Variable Obs Mean Std. Dev. Min Max
energy (TJ) 52,107 84 11,970 0.00002 2,699,257
emp （人） 51,911 122 483 1 67,525
floor (m
2) 50,210 7,022 35,016 2 2,564,080
sale 52,107 6,534 64,416 1 5,625,481
lnenergy_sale (GJ/万円) 52,107 5.426 2.048 -6.300 17.879
lnfloor_sale (m
2/万円) 50,210 5.379 1.759 -4.983 15.025
lnemp_sale (人/万円) 51,911 1.909 1.355 -7.157 10.069
lnpopdens 49,816 7.821 1.194 2.996 9.900
lnpopdens_day 49,816 7.931 1.391 3.014 11.203
lnworkdens 49,816 7.085 1.174 2.388 9.107
hdd 52,107 1023.4 453.2 2.1 2528.9
















（参考）製造業平均 5.73- 20 -





















（注）３ケタ業種、年ダミーコントロール後のエネルギー効率性指標。”Major cities”は政令指定都市。  
 
N mean sd p10 p50 p90 p90/p10
サンプル計 52,107 0.5211 34.0473 0.0015 0.0320 0.2140 143.7
百貨店・スーパー 872 0.0873 0.5239 0.0221 0.0459 0.0929 4.2
食料品小売業 4,718 0.1033 2.4773 0.0075 0.0367 0.0693 9.3
ホテル･旅館 1,866 0.8468 12.1079 0.0941 0.2031 0.4712 5.0
病院・診療所 5,870 1.8271 89.7033 0.0243 0.0546 0.1257 5.2


























-4 -2 0 2 4
ln(Energy/Sale, residual)
Major Cities Other Cities & Towns
note: author's calculation
by City Size
Energy Efficiency- 21 -




















lnpopdens -0.3937 *** -0.1893 *** -0.0409 *** -0.0126 *
(-36.21) (-20.82) (-5.86) (-1.68)
lnfloor_sale   0.5094 *** 0.5088 ***
(68.35) (68.41)






cons. 8.5396 *** 6.9443 *** 2.2920 *** 1.9196 ***


















lnpopdens -0.3933 *** -0.1886 *** -0.0423 *** -0.0157 ***
(-52.48) (-30.67) (-9.22) (-3.18)
lnfloor_sale 0.5431 *** 0.5419 ***
(111.50) (111.43)






cons. 8.5365 *** 6.9351 *** 2.2005 *** 1.7814 ***

























lnpopdens -0.3929 *** -0.1881 *** -0.0444 *** -0.0194 ***
(-38.00) (-22.54) (-7.36) (-2.97)
lnfloor_sale   0.5718 *** 0.5700 ***
(89.70) (89.53)






cons. 8.4660 *** 6.8618 *** 2.0598 *** 1.6135 ***




















































































lnpopdens -0.1659 *** -0.0092 -0.0113
(-6.61) (-0.54) (-0.57)
lnfloor_sale 0.5627 *** 0.5637 ***
(19.27) (19.26)













lnpopdens -0.0954 *** -0.0297 *** -0.0268 **
(-6.24) (-2.67) (-2.17)
lnfloor_sale 0.6318 *** 0.6336 ***
(40.87) (40.97)













lnpopdens -0.1272 *** -0.0613 *** -0.0420 **
(-6.26) (-3.79) (-2.50)
lnfloor_sale 0.3294 *** 0.3139 ***
(11.71) (11.11)



















































表７  昼間人口密度・就業者密度を用いた推計結果 
  
(1) なし (2) 産業のみ (3) あり
①人口密度 -0.393 -0.189 -0.016
②昼間人口密度 -0.419 -0.204 -0.022
③就業者密度 -0.402 -0.192 -0.016
コントロール
 
（注）2007 年, 2008 年プールデータによる推計結果。数字は対数人口密度の係数。 
 
④病院・診療所
lnpopdens -0.0917 *** -0.0114 0.0160
(-7.54) (-1.18) (1.62)
lnfloor_sale 0.5582 *** 0.5460 ***
(26.41) (26.04)













lnpopdens -0.1563 *** -0.0167 0.0079
(-9.00) (-1.47) (0.64)
lnfloor_sale 0.8101 *** 0.8105 ***
(53.55) (53.67)





















(1) (2)- 25 -














































(1) なし (2) あり
①人口密度 -0.156 0.008
②昼間人口密度 -0.164 0.005
③就業者密度 -0.159 0.009
コントロール
コントロール
コントロール
コントロール
コントロール